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第１章 計画について 

(1)計画の根拠 

本計画は、稲城市長期総合計画条例（平成 30 年稲城市条例第 14 号）第３条を根拠とし

ます。 

(2)計画の名称 

この計画の名称は、「第五次稲城市長期総合計画」とします。 

(3)計画の構成及び期間 

第五次稲城市長期総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」の三層構造とします。 

①基本構想 

基本構想の期間は、2030 年代初頭までの概ね 10 年間とします。 

②基本計画 

基本計画の期間は、令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までの 10 年間としま

す。 

③実施計画 

実施計画は、前期と後期に分けて策定し、前期実施計画期間を令和３（2021）年度から

の５年間、後期実施計画期間を令和８（2026）年度からの５年間とします。 

 

 

【第五次稲城市長期総合計画の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

将来都市像 

まちづくりの基本目標 

 

施策の目標 

体系的な施策 

 

財政的な見通し 

主要な事業の計画 

 



 

2 

第２章 時代の潮流 

わが国は、令和 22（2040）年頃に向けて、少子化による急速な人口減少と高齢化という、

未曽有の危機に直面しています。 

人口減少が進み、わが国を取り巻く環境に不確実さが増す中で、持続可能な形で安定し

て住民サービスを提供し続けるためには、稲城市においても時代の潮流を踏まえ、生じる

課題に適切に対応していく必要があります。また、将来、発生しうる大規模災害や、未知

の危機等への対応も不可欠です。 

未来へと続いていく稲城市の、途上としての 2030 年がどのような時代であるかを適切に

見通さなければなりません。 

 (1)人口減少と少子高齢化 

日本の出生数は平成 28（2016）年に 100 万人を割り込み、令和 12（2030）年には 75 万

人まで減少することが見込まれています。 

令和 12（2030）年には、平成 27（2015）年と比較して、20 代から 30 代の若い世代が約

２割減少していると見られ、生産年齢人口の減少が加速します。その一方で、75 歳以上の

後期高齢者は４割の増加となり急激に高齢化が進みます。 

人口集中を指摘される東京都においても、令和７（2025）年をピークに人口減少に転じ

ると言われている中で、稲城市では、土地区画整理事業等の都市基盤整備に伴い、子育て

世代を中心とした人口増加が続き、少子化・高齢化も比較的ゆるやかに進行すると見込ま

れます。こうした市の特徴的な人口構造を認識した上で、全国的な人口減少・少子高齢化

により生じる生産年齢人口の減少等、市行政に影響を与えうる世情の変化について注視し

ていく必要があります。 

(2)インフラ等の老朽化 

全国的に 2030 年には多くのインフラが築 50 年超となる等、インフラ・公共施設の老朽

化が進み、維持管理に莫大なコストがかかると見込まれます。高度経済成長期に人口増加

を前提として一斉に整備したインフラ・公共施設は、人口減少下の時代において、その必

要性の低下や、当初期待した効果を発揮できなくなる等の可能性も生じてきます。そのた

め、更新にあたっては、全国的にサービス供給体制も含めて、人口減少時代に即したもの

に見直す必要が生じてきます。 

稲城市においても、インフラや公共施設の老朽化に伴う維持管理や更新に係る財政負担

が課題となっています。人口については全国的な減少傾向とは異なり、稲城市では当分の

間、増加が見込まれていますが、インフラの更新等にあたっては、先を見通して検討する

必要があります。 

(3)大規模災害等発生の可能性 

首都直下地震（M7 クラス）、南海トラフ地震（M8～9 クラス）の発生確率は、30 年以内に

70％程度で、いずれも被害規模は東日本大震災を上回ることが想定されます。 

また、地球温暖化に伴う異常気象により集中豪雨等の発生が増加し、河川の氾濫や土砂

災害の危険性も増大すると予想されます。 

稲城市において、地震災害で最も被害が大きいと想定されている多摩直下地震（M7.3）
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では、市内で 1,000 人を超える死傷者、16,000 人を超える避難者、約 2,800 棟の建物被害

が発生すると見込まれています。 

水害については、市の北側を流れる多摩川、中心部を流れる三沢川、市街地の中に網目

状に広がる大丸用水、丘陵地を源とする大丸谷戸川、麻生川と、稲城市は水が豊富な良好

な環境である反面、豪雨時における水害の危険性も高くなっています。 

予め想定されるこれらの災害について、適切に備えておかなければなりません。さらに、

令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症による世界的な脅威等、今後起こりうる未

知の危機に対しても、対応しうる体制を整える必要があります。 

(4)Society5.0 の実現 

 第４次産業革命を通じて Society5.0＊1が実現することにより、ＩｏＴ・ＡＩ・ビッグデ

ータ・ロボット等の活用により、低コストで付加価値の高いサービス提供が可能となり、

国民生活の利便性や生活の質（ＱＯＬ）が向上すると見込まれています。 

 この取組みの成否が、日本の国際競争力を左右し、国内の産業構造・雇用構造に大きな

影響を与えることも想定されます。 

 Society5.0 の実現は、稲城市においても市民生活の基盤となってくるものであり、行政

においても、その技術の有効活用を視野に入れながら、時代に適合したサービス向上を図

っていく必要があります。 

 (5)共助社会の拡大 

人口減少・少子高齢化の急速な進行は、全国的に、厳しい財政状況や消費市場の規模縮

小による経済活動の停滞、深刻な人手不足、公共交通ネットワークの縮小といった、様々

な課題を生み出しています。各地域における課題の多様化・複雑化に、行政だけでは対応

が難しくなってくることが予想されます。 

こうした中で、副業・兼業の拡大や高齢者の社会参加等を背景に、地域コミュニティや

多様な市民活動が広がり、地域を支える担い手となって、助け合い、支え合い、課題解決

していく社会が拡大していくと見込まれています。 

稲城市では、市民と行政がそれぞれの立場を尊重し、特性を活かしながら連携・協力す

る協働のまちづくりを進めてきていますが、今後、だれもが様々な形態・方法で、地域に

おいて活躍の機会や場所を持てるまちづくりを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
＊1 Society5.0  超スマート社会。サイバー空間の積極的な利活用を中心とした取組みを通して、

新しい価値やサービスが次々と創出され、人々に豊かさをもたらす、狩猟社会、
農耕社会、工業社会、情報社会に続く人類史上５番目の社会 
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第３章 新たな長期総合計画策定に向けて 

稲城市は、昭和 50（1975）年に「稲城市長期総合計画」を策定して以降、四次にわたる

長期総合計画を策定し計画的なまちづくりを進め、住みよさを誇れるまちへと発展してき

ました。第五次計画にあっても、時代の潮流を捉えた長期的かつ総合的な計画を策定する

ことにより、市の目指すべき将来像を明らかにし、安定的かつ計画的なまちづくりを推進

します。 

地方自治体を取り巻く環境が目まぐるしく変化し、この先も厳しい状況が見込まれる中

で持続的に発展していくためには、多様化・高度化する市民ニーズを踏まえ、稲城市にふ

さわしいまちづくりを進めていかなければなりません。 

新たな長期総合計画の策定にあたっては、以下の観点をもって整理しています。 

(1)市民の参加 

市の 10 年間にわたるまちづくりについて定める長期総合計画には、市民の意見や提案が

反映されることが必要です。 

このため、子どもから高齢者まで、市内各地区、様々な団体等、市民だれもが計画の策

定に参加できるよう機会の充実を図りました。 

市民の思い描く 2030 年代の稲城市の姿を反映させた長期総合計画となるよう努めてい

ます。 

(2)実効性のある計画 

長期総合計画に定めた施策を確実に実施していくためには、財源の裏付けが必要となり

ます。 

このため、2030 年代の稲城市の姿の実現に向けて、財政フレームと十分な調整を図った

上で、実施すべき施策を検討し、実効性のある長期総合計画としています。 

(3)ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標)との関連性 

持続可能なまちづくりを目指す計画であることを明確にするため、施策の大綱に、2030

年をゴールとする「ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)」の 17 の目標のうち、関連するアイコ

ンを表示しています。 

(4)空間計画としての側面 

稲城市がどのようなまちとなるのか、各施策が市域でどのように計画されているのかを

分かりやすくするため、それらを地図上に表示することで、長期総合計画に空間計画とし

ての側面を持たせています。 

(5)成果がわかる目標の設定 

長期総合計画において、各施策が何を目標としているのかを市民に分かりやすく示し、

施策の進捗状況や成果の把握を容易とするため、指標を設定し、その目標数値等を表示し

ています。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 基本構想 
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１ 基本構想の趣旨 

稲城市は、明治 22（1889）年に稲城村として誕生して以来、平成 31（2019）年に村制施

行 130 周年を迎える等、長い歴史を積み重ねています。 

稲城のまちなみは、網目状に広がる用水路を活用した農村地帯から、多摩ニュータウンの

開発に代表される首都圏近郊の住宅都市へと変化を遂げてきました。また、市内に広がる水

や緑と生活の利便性とのほどよいバランスを保ちつつ都市基盤整備を実施し、幹線道路の整

備や、ＪＲ南武線の高架化によって踏切のないまちとなる等、交通の利便性と良好な環境を

兼ね備えた住み良いまちとして、今日まで人口が増え続けています。 

 基本構想は、このような歴史的経過を踏まえつつ新しい時代を展望し、まちづくりの基本

的な理念として、市の目指す将来都市像とまちづくりの基本目標をかかげ、それを実現する

ための基本的な方向性を示します。また、様々な情勢を鑑みつつまちづくりに必要な視点を

考察し、地域社会の持続的な発展とより豊かな市民生活を実現するため、市が長期的かつ総

合的なまちづくりを推進するための指針として策定します。 

 

２ 将来都市像 

緑につつまれ 友愛に満ちた市民のまち 稲城 

みんなでつくる 笑顔と未来 

 

３ 目標年次 

 この基本構想は、2030 年代初頭を目標とします。 

 

４ 想定人口 

 令和 12（2030）年の人口について、９万７千人と想定します。 
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５ 基本的な視点 

 第五次長期総合計画は、将来都市像とまちづくりの基本目標を実現するために特に必要

な視点として次の３つを挙げ、まちづくりに取り組んでいきます。 

(第１の視点)市民の力が活きるまちを目指して 

稲城市では、これまで市民と行政の協働によるまちづくりを推進してきました。その中

で、行政主導で行うまちづくり、市民と協働で行うまちづくりに加え、市民が主体的に行

うまちづくりの形も見られます。 

市民が自分達の目線でまちを見つめ、行政とは異なった自分達に合った方法で、身近な

問題を解決してみようという市民やコミュニティの活動が行われています。 

自分達が住むこのまちに自ら関わりこのまちを良くしていこうという意識、自分達がこ

のまちを形作っているという誇り、こうした『シビックプライド』を持つ市民の力が、ま

ちづくりの中に活きるよう、市では施策を展開していきます。 

 

 

『2030 年の稲城を描く市民会議提言書』 

～10 のまちを通して描く３つのまちの姿より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 そのまちに暮らす人々が持ち、まちを支え、まちを形作っているもの、シビックプライド。 
 

 このまちに住む私たちが、このまちに関わり、このまちを良くしていこうという意識。 
 

 私たち自身がまちを形作っているという誇りを持って住み続けたい、そうした市民が一人

でも多く暮らす稲城を、私たち市民と行政とがいっしょに目指していきたい。 
 

 私たち市民が、シビックプライドを持ってまちに関わり、作り上げていく 2030年の稲城。 
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 (第２の視点)ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)  

稲城市のまちづくりの基本的な理念と、「だれ一人として取り残さない」持続可能で多

様性と包摂性のある社会の実現というＳＤＧｓ＊１の理念とは、目指すべき方向性が一致し

ています。 

ＳＤＧｓのゴール時点と同じく目標年次を2030年と定める第五次稲城市長期総合計画にお

いては、持続可能なまちづくりを推進し、同時に、その実現を通してＳＤＧｓの達成を目

指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(第３の視点)中間点としての 2030 年 

日本の人口が急速に減少していく中で、高齢化は、2042 年に高齢化率 36.1％でピーク

を迎えると推定されています。この頃、人口の多い団塊ジュニア世代は 65 歳以上とな

り、20 歳代となる者の数は団塊ジュニア世代の半分程度にとどまるため、2040 年頃に向

けて生産年齢人口の減少が急激に進みます。 

生産年齢人口の減少が加速する中で、全国の自治体では、公的部門と民間部門で少ない

労働力を分かち合う必要があり、所得や地価が減少・下落すれば地方税収が減少する可能

性もあります。自治体の運営は困難さを増すと予想されます。 

第五次稲城市長期総合計画の最終年度にあたる 2030 年は、こうした 2040 年へ向けた時

系列の中で、中間点にあると認識する必要があります。稲城市では 2040 年までの人口推

移は増加が見込まれているものの、東京都や近隣自治体の多くで減少すると推計されてい

ます。少ない労働力を地域で分かち合い、社会を維持していくためには、稲城市も少ない

職員数で持続的に安定した市民サービスを提供できる体制を、現時点から 2040 年に向け

て段階的に整備していく必要があります。 

 
  
＊1ＳＤＧｓ Sustainable Development Goals。2015 年９月の国連サミットにおいて全会

一致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の中核を成す
2030 年までの「持続可能な開発目標」であり、発展途上国のみならず先進国を
含む国際社会共通の目標。17 の目標及び細分化された 169 のターゲットから構
成され、地球上の「だれ一人として取り残さない」持続可能で多様性と包摂性
のある社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に対する
統合的な取組みが示されている。 
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６ ほどよく田舎 ほどよく都会なまち 

令和元年に実施した市民意識調査では、世代を問わず、稲城市で住み続けたいと思って

いる人の割合が８割を超え、定住意向が強く出ています。その理由として、自然環境の良

さや道路等の生活環境の良さ、買い物等の便利さ、人間関係の良さ等が挙げられていま

す。 

豊かな自然、立地や都市基盤整備による利便性、そこに暮らす人々の付き合い等が、稲

城市の『ほどよく田舎 ほどよく都会なまち』といった住み良いイメージを作り出し、住

み続けたいという意識につながっていると考えられます。 

今後も、市民が世代交代しながら定住できる、『ほどよく田舎 ほどよく都会なまち』

を目指してまちづくりを行っていきます。 

①ほどよい規模感 

17.97 ㎢の稲城市の市域には、地域の生活拠点や６つの駅周辺の賑わい、幹線道路を中

心とした交通網、多摩丘陵等の緑、生活に身近な里山、公園や農地、多摩川の清流や平坦

地を流れる三沢川や大丸用水等の水辺、様々な表情を持つ地域がコンパクトにまとまって

います。また、大型店舗ばかりでなく、中小規模の店舗、病院や公共施設等の生活に必要

な施設が身近な生活圏内にあり、この規模感が暮らしやすさにつながっています。 

また、行政区域が適度な広さである稲城市では、市民や地域と行政との距離感もほどよ

く、協働して各地域の特徴に応じたまちづくりを実施してきました。互いの顔が見える距

離感が協働のまちづくりを推進しているとも言えます。今後もこの規模感を大切にし、相

互理解のもと協働してまちづくりを推進していきます。 

②ほどよいつながり 

市内の各地区では、市民による地域活動が行われており、市民が心地よく感じる程度の

地域でのつながりが形成されています。近年、地域のつながりの希薄化、核家族化による

子育て家庭の孤立といった社会的問題も生じていますが、稲城市では、伝統的な祭りや催

事、新しいイベントをはじめとした地域のつながりを通して、地域全体で子どもの健やか

な成長に関わっています。また、高齢化への対応が全国的に課題となっていますが、稲城

市では、健康寿命を延ばす取組みとともに地域での見守り等により、高齢者だけでなく、

だれもが地域で安心して暮らせるよう取り組んできています。少子化、高齢化が進行する

今後、ほどよいつながりを活かした地域の助け合い、支え合いがますます重要となってき

ます。こうしたほどよいつながりが今後も保たれ、市民の活動により活力ある地域が実現

されるよう施策を展開していきます。 
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③ほどよく田舎 ほどよく都会 

稲城市は、新宿副都心から 25 ㎞圏にありながら豊かな水や緑を有し、多摩川や多摩丘

陵といった景観の良さを誇っています。一方で、都市基盤整備等を通じて安全性や利便性

の向上を図り、暮らしやすい都会的な部分と、水と緑あふれる生活環境とを兼ね備え、

『ほどよく田舎 ほどよく都会なまち』というイメージを持った都市へと発展してきまし

た。 

緑地等の保全や、公園・街路樹の整備等に市民と協働で取り組み、ほどよく田舎な稲城

を保ちつつ、交通等の利便性をさらに向上させ、生活拠点の賑わいを創出することによ

り、ほどよく都会な成熟したまちを目指します。 

 

《ほどよく田舎 ほどよく都会な稲城》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

緑 

◆都市軸の見直し 

鶴川街道→尾根幹線 多摩川 南多摩駅周辺地区 

 

矢野口駅周辺地区 

中心地区 

緑 
奥畑谷戸公園 

よみうりランド 

若葉台駅前地区 

（仮称）ジャイアンツタウン構想 

市役所 

レクリエーション拠点地区 

◆よみうりランドや

ジャイアンツタウン

等をレクリエーショ

ン拠点として整理 

◆団地再生を見据え

た拠点として整理 

都市軸 

主要生

ジャイアンツ球場 

平尾団地 

長峰地区 

向陽台地区 
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７ まちづくりの基本目標 

 将来都市像「緑につつまれ 友愛に満ちた市民のまち 稲城」の実現に向け、次の５つ

のまちづくりの基本目標を定めます。 

 まちづくりの基本目標を柱として、３つの基本的な視点を念頭に置きながら、行政施策

の分野を体系化してまとめます。 

 

【まちづくりの基本目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来都市像：緑につつまれ 友愛に満ちた市民のまち 稲城 

～みんなでつくる 笑顔と未来 

 

育
ち
・
学
び
を
通
じ
て
だ
れ
も
が
輝
け
る
ま
ち 

稲
城 

だ
れ
も
が
地
域
で
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

稲
城 

水
と
緑
に
つ
つ
ま
れ 

活
力
あ
ふ
れ
る
賑
わ
い
の
ま
ち 

稲
城 

安
全
で
だ
れ
も
が
安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

稲
城 

み
ん
な
で
つ
く
る 

持
続
可
能
な
市
民
の
ま
ち 

稲
城 

Ⅰ
 

【
子
育
て
・
教
育
】 

Ⅱ
 

【
保
健
・
医
療
・
福
祉
】 

Ⅲ
 

【
環
境
・
経
済
・
観
光
】 

Ⅳ
 

【
都
市
基
盤
整
備
・
消
防
・
防
犯
】 

Ⅴ
 

【
市
民
・
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政
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 基本構想 施策の大綱 
 

Ⅰ.子育て・教育～育ち・学びを通じてだれもが輝けるまち 稲城  

 核家族化＊1 の進行や地域社会のつながりの希薄化等、子育てをめぐる家庭環境や地域社会

が変化している中で、妊娠から育児にいたるまで親と子が健やかに成長していくために、社

会全体で支援する地域づくりを目指します。 

 また、教育の目的は、人格の完成をめざし、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必

要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成にあります。 

 稲城市では、義務教育や生涯学習の充実、文化・芸術等に親しむ機会の提供等を通じて、学

習意欲を持ち、だれもが生涯にわたり豊かで充実した人生を送ることができる社会の実現を

めざします。 

1．育ち育てる力の充実 

 育ち育てる力をみんなで応援できる地域社会をつくるため、市民、地域、関係機関、行政が

それぞれの役割を明確にし、すべての子育て家庭への支援を充実・強化します。 

(1) 育ち育てる環境の充実 

 すべての家庭が安心して子育てができるよう、地域における様々な子育て支援や保育、幼

児教育の充実を図るとともに、それらが利用しやすく、市民ニーズを満たすものとなるよう

取組みを推進します。 

(2) 育ち育てる相談・支援体制の充実 

 妊娠から出産、育児の各段階に応じた、切れ目のない相談・指導・支援により、子育ての不

安軽減に努め、子どもが健やかに成長することができるよう支援します。 

 また、児童虐待を防ぐために、相談窓口を充実するとともに、関係機関や地域との連携・協

力により、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応に努めます。 

(3) 青少年の健全育成 

青少年が地域社会に関わり、受入れられ、地域のつながりにより育まれ、健全に生活できる

よう、人や自然とのふれあいができる機会の充実に努めます。 

 また、多くの青少年が地域や社会で活躍できるよう、新たな担い手となる青少年リーダー

を育て、地域における青少年の健全育成活動を推進します。 

 

 
  
＊1核家族化 核家族とは、①夫婦とその未婚の子、②夫婦のみ、③父親または母親とその未

婚の子のいずれかからなる家族のこと。 
国勢調査結果による稲城市の平均世帯人員は、平成 17 年が 2.52 人/世帯、平成
22 年が 2.44 人/世帯、平成 27 年が 2.40 人/世帯と推移しており、世帯の多く
が核家族である状況が進んでいる。 
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2．生きぬく力の育成 

 次代を担う子ども達が、未来を生きぬく力を身に付け、持続可能な社会づくりを担う市民

になるための素地を養う教育を振興します。また、学校生活を安全にかつ安心して快適に送

ることができるよう教育環境を整備し充実を図ります。 

(1) 義務教育の内容の充実 

 子ども達一人ひとりが未来を生きぬく力を身に付け、持続可能な社会づくりの担い手とし

ての素地を養うために、家庭や地域と連携し、確かな学力の育成、豊かな心や創造性のかん養

及び健康で安全に生活する力の育成を図る教育内容の充実に取り組みます。 

(2) 教育環境の充実 

 児童・生徒が安全で快適に学ぶ環境を確保するために、義務教育施設や設備の充実を図り、

必要に応じて改修や更新を進めます。また、安全安心な学校給食を提供し、給食を通して食に

関する理解を深める機会を提供します。 

 経済的な支援を必要とする児童・生徒の家庭に対しては、適切な援助を行い、全ての児童・

生徒が安心して学校生活を送ることができる教育環境を充実させます。 
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3．生涯にわたる学習活動と文化・芸術の振興 

 市民一人ひとりが自ら未来を切り拓いていくために、生涯学習の重要性と必要性はますま

す高まっています。 

 全ての市民が世代に関わらず、学びながらいきいきとした暮らしを送れるよう、生涯学習

を通した「自己実現・共生・稲城らしさ」の実現を目指して効果的な取組みを推進します。 

(1) 生涯学習の推進 

 市民の生涯学習を推進するため、地域の情報・活動拠点となる施設を充実させ、自主的な活

動の場所や機会を提供します。また、社会状況の変化を踏まえた多様な学習活動を振興する

ため、環境整備や担い手の育成を充実し、学習の成果を地域社会で活かすことができるよう

支援します。 

 図書館では、市民の幅広いニーズに応えながら、専門的な視点から、生涯を通じた学習活動

の支援等を行っていきます。そして、子ども達が本に親しみ、読書体験を通じて生きぬく力を

育めるよう、読書活動を推進します。 

(2) 歴史・文化・芸術の振興 

市民一人ひとりが暮らすまちの歴史や文化を身近なものとして楽しみ、誇りをもって生活

することができるまちを目指し、環境を整備します。 

また、かけがえのない稲城の歴史を市民に伝承し、貴重な文化財を守り活用を図るととも

に、優れた文化・芸術に親しみ、楽しむことができる機会の充実を図ります。 
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Ⅱ 保健・医療・福祉～だれもが地域で健やかに暮らせるまち 稲城  

 市民一人ひとりが自分の健康に関心を持って生活し、安定した社会保険制度や身近な地域

医療を利用しながら、生涯を通じて心身ともに健やかに暮らすことのできる地域社会を目指

します。 

 さらに、全ての人が地域の中で、安心して自立した生活を送ることができるよう、互いを理

解し合い、地域で支え合う、快適に住み続けられるまちづくりを推進します。 

1．健やかな暮らしと医療の充実 

 乳幼児から高齢者までだれもが安心して健康に暮らすことができるよう、市民の健康づく

りと病気の予防を支援するとともに、身近で医療サービスが受けられるよう地域医療の充実

を図ります。 

 また、市民のだれもがかかりつけ医等を持つことを推進し、市立病院をはじめとした病院

と診療所の病診連携*1を図りながら、市民の健康を保持・増進するとともに、医療体制を充実

させます。 

(1) 健康づくりの推進 

 生涯を通じて健康の保持・増進ができるよう、市民が健康的な生活習慣を重視し、主体的に

健康づくりに取り組むことを支援します。そのため、予防接種や各種健診、がん検診等を推進

するとともに、自分の健康は自分で守るという意識啓発を行い、病気の予防・早期発見に向け

た取組みを充実させます。 

(2) 地域医療体制の充実 

市民が健康的な生活を送ることができるよう、地域医療の充実を図り、身近な医療機関と

してかかりつけ医等を持つことを推進します。 

また、市立病院をはじめ、地域の医療資源を円滑に活用できるよう、病診連携等により、か

かりつけ医等を基礎とした地域の医療機関の相互の協力体制を推進します。さらに保健医療

と福祉の連携を図り、市民が必要な医療サービスを身近で受けられる地域医療体制を充実さ

せます。 

(3) 市立病院の充実 

市立病院では、患者の立場に立ち、多様化・高度化する地域の医療需要に対応した、安全で

質の高い医療を提供するとともに、予防医療を推進し、市民の健康づくりに貢献します。 

また、地域の中核病院としての役割を果たしつつ、安定した病院運営を図り、市民に親しま

れ信頼される病院を目指します。 

 

 
  
＊1病診連携 病院と診療所がそれぞれの役割、機能を分担し、互いに連携しながら、より効

率的・効果的な医療を提供すること。 
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2．安心して暮らせる地域福祉 

地域において、個人の意思が尊重され、自立した生活を安定的に送れるよう、必要な福祉サ

ービス等の支援を包括的に提供するとともに、ともに助け合い、支え合う地域の体制づくり

に努めます。 

また、安心して暮らし続けられる地域福祉を推進します。 

(1) 地域福祉の展開 

市民の生活課題に対応する相談支援体制の充実に努めます。 

また、全ての人が地域で安心して生活できるよう、地域で支え合い、個人の尊厳を守られる

体制づくりを推進します。 

(2) 高齢者福祉の充実 

 高齢者がいつまでも元気にいきいきと、地域で見守り合い、支え合いながら暮らし、また、

医療や介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、医療・

介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムを推進します。 

(3) 障害者(児)福祉の充実 

 障害者が、住み慣れた地域で自分らしくいきいきと暮らしていけるよう、個々の特性に応

じた相談支援やサービスの提供等、障害者や障害児の福祉の充実に努めます。 

 また、障害の重度化、障害者やその家族の高齢化が進む中、支援を必要とする人が、ライフ

ステージに応じたサービスを受けられるよう、情報提供やサービス提供体制の確保に努めま

す。 

 さらに、就労等の社会参加の機会や地域との交流の場の充実を図ることで、障害への理解

を深め、支え合う地域づくりの推進に努めます。 

(4) 生活の安定と自立への支援の充実 

 生活困窮者に対して早期に相談に応じ、関係機関等と連携して、個々の状況に応じた包括

的な自立支援に取り組みます。 

 また、要保護世帯に対しては、生活保護を適正に実施します。 

3．公的医療保険と年金制度の推進 

 だれもが必要とする医療サービス等の制度を持続可能とするために、受益と負担の公平性

を確保しながら、健全で安定した公的医療保険等の社会保険制度を適正に運用します。 
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Ⅲ 環境・経済・観光～水と緑につつまれ 活力あふれる賑わいのまち 稲城  

 稲城市では、多摩丘陵の東端に位置する豊富な緑と、多摩川や三沢川、大丸用水等の豊富な

水とを活かしてまちづくりを行なってきましたが、都市化の進展や人口の増加、地球温暖化

の影響等により、市の置かれている状況は変化しつつあります。緑を保全し、市民、企業、行

政等が一体となり、地域全体で、人と自然が共生できる環境づくりに取り組み、将来にわたり

里山等の自然と生活が近接した良好な環境の持続に努めます。 

 また、良好な自然環境と生活環境に加え、特色ある都市農業や地域に根ざした商工業等の

経済活動、スポーツ・レクリエーション活動等で生み出された活力といった魅力を観光資源

として活用することで、さらに賑わいのあるまちづくりを推進します。 

1．地域循環共生圏*1形成の推進 

 人と自然、人と人とが共生できる環境のまち稲城を将来の世代へとつなげるため、環境負

荷の低減と地球温暖化に伴う気候変動に適切に対応します。 

 また、公害対策や環境美化により、豊かな自然環境と生活環境を守り、多くの恵みをもたら

す生物多様性を保全し、地域循環共生圏の形成を推進します。 

(1) 環境負荷の低減と地球温暖化対策の推進 

 

 温室効果ガスの発生抑制、省エネルギー・省資源、再生可能エネルギーの活用といった地球

環境に与える負荷を減少させる緩和策を推進するとともに、気候変動の影響を回避・軽減す

るための適応策を推進することで、持続可能な社会の構築に努めます。 

(2) 循環型社会づくり 

 限りある資源の消費を抑制し、環境への負荷をできる限り低減するため、廃棄物の発生回

避（ごみになるものを断る：Refuse）、排出抑制（ごみの減量化：Reduce）、再使用（Reuse）、

再資源化（Recycle）を基本に、市民･自治会、事業者、教育機関、関連団体と行政との協働

（Cooperation）により、資源循環型社会の形成に努めます。 

(3) 良好な生活環境の保持・増進 

 有害物による水質・土壌・大気汚染等を防止することを通じて豊かな自然環境を守るとと

もに、身近な生活環境を良好に維持し、将来世代にわたっての環境美化等、地域の中で、市民

と協働して清潔で美しいまちづくりに向けて様々な取組みを推進します。 

(4) 生物多様性の保全 

 市内に生息する生物の多様性を持続的に守り、多様な生態系サービス＊2 を将来にわたって

享受できる自然との共生社会を推進するため、地域における生物多様性の保全に努めます。 

https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
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2．豊かな水と緑のあるまちづくり 

 緑豊かな環境を将来に継承し、貴重な財産である自然景観を維持していくため、緑の保全

と市街地緑化の推進を図り、四季を感じるまちづくりを進めます。 

 また、稲城市の特徴である水と緑のネットワークや身近に緑を感じられる場所としての公

園の魅力をより一層高め、有効に活用するまちづくりを推進していきます。 

(1) 自然環境の保全と緑の創出 

 稲城市の魅力である豊富な緑を継承していくとともに、水と緑の空間を創造し、市民共有

の財産として豊かに育んでいくため、景観的にも重要な樹林地や農地等、身近な緑地の保全

を図ります。 

 あわせて、公共施設等の緑化を推進し、市街地に新たな緑を創出していきます。 

(2) 水と緑・公園の魅力の向上 

 市民との協働により公園の整備、維持管理をおこない、だれもが集える魅力ある公園づく

りに努めます。 

 また、市内に広がる水と緑のネットワークを活かす情報の発信を充実し、市民が憩い、楽し

める場の提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
＊1地域循環共生圏 各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社

会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域
の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方。ＳＤＧｓ（持続可能な開発）
や Society5.0（超スマート社会）の実現にもつながる。 

  
＊2生態系サービス 食料や水の供給、気候の安定等、生物多様性を基盤とする生態系から得られる

恵みのこと。 
国連の主導で行われた「ミレニアム生態系評価（ＭＡ）」では、生態系サービス
を「供給サービス」、「調整サービス」、「文化的サービス」、「基盤サービス」の４
つに分類している。 
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3．活力あふれるまちづくりと魅力の発信 

活力あふれ賑わいのあるまちを目指し、活力に満ちたふれあいのある農業、来訪者が賑わ

いと活気を感じられ市民が豊かな生活を実現できる商工業、だれもが生涯を通じて健康で豊

かに楽しめるスポーツ・レクリエーション活動、これらの全ての活性化を図るとともに、相互

連携による総体的な魅力の向上を推進します。 

また、市民と行政の協働による活動や、稲城市観光協会の活動と合わせて、活力と賑わいの

創出を一体的に推進するとともに、市内外へまちの魅力を発信します。 

(1) 持続可能な都市農業の振興 

都市化の進展による農地の減少や後継者不足、周辺環境の変化等、稲城市における農業を

取り巻く環境は依然厳しい状況にある中、農産物を供給するだけではなく、環境の保全や防

災、良好な景観の形成、農作業体験・交流の場の提供といった様々なふれあい等、都市農業の

持つ多面的な機能が発揮されるよう、農業者、市民、農業関係団体及び行政が相互に理解を深

めながら、農地の活用に努め、他産業との連携も通じて、持続可能で活力ある都市農業の振興

を図ります。 

(2) 商工業の活性化 

 商業においては、商店街や小規模店舗の活性化等への支援を軸に、駅周辺への中小規模商

業店舗の誘致等により、魅力的な商業空間の形成を目指します。さらに、市内の商業環境の変

化に対応しつつ、他産業との連携や観光を契機とした商店街の活性化等にも取り組み、暮ら

しをより便利に、豊かにするための商業振興を進めます。 

 工業においては、市民のものづくりへの理解を深めつつ、人材の育成や新たな技術への対

応を支援すること等により、安定した経営が継続できるよう、事業者の育成に努めます。ま

た、多様な働き方や市内における創業の支援等を通じ、市内でいきいきと働ける環境づくり

を進めます。 

(3)スポーツ・レクリエーション活動の振興 

 「市民ひとり 1スポーツ」を目標に、全ての市民が生涯にわたり、スポーツ・レクリエーシ

ョン活動を気軽に楽しめる機会や、プロスポーツ等の魅力にふれ、スポーツに興味を持って

もらう機会の充実を図ります。 

 また、「スポーツを支える担い手」を育成し、スポーツを推進することで、健康増進や競技

能力の向上、さらには子どもから高齢者までの世代間交流を促進し、スポーツを通じた地域

の活性化に努めます。 

 さらに、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会において自転車競技ロードレー

スのコースとなったこと等により高まった気運を契機として、スポーツに関する意識の高ま

りをさらに浸透させ、レガシーとしての定着に努めることで、スポーツを活用した魅力ある

まちづくりを推進します。 
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(4) 賑わいの創出による観光のまちづくりの推進 

 稲城市の恵まれた里山や多摩川・三沢川等の自然環境を活かし、既存の歴史遺産、文化財、

文化・芸術活動等の観光資源の魅力に磨きをかけるとともに、新たな発掘を行い、農業、商

業、スポーツ、市民活動等の関連分野における諸活動を観光事業につなげることにより、観光

の活性化、持続化を図ります。また、よみうりランドの拡充、TOKYO GIANTS TOWN（仮称）の

新設に合わせ、市内への誘客を図るために、関係各所との連携を図ります。その上で、稲城市

観光協会を中心に、シビックプライドを持つ市民や関連活動団体をはじめ、企業、大学等の教

育機関等と連携して、イベント等への集客力を高めます。 

また、周辺地域との観光連携により交流人口を増やすとともに回遊性を高め、地域経済の

振興やまちの賑わいを創出し、市内外にまちの魅力を発信することを通じて、観光のまちづ

くりを推進します。 
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Ⅳ 都市基盤整備・消防・防犯～安全でだれもが安心して快適に暮らせるまち 稲城  

 稲城市は、豊かな水や緑と調和した都市環境を備えるとともに、東京都心部や周辺都市と

の交通の利便性にも優れています。良好な環境と交通の利便性を合わせ持つ優位性を活かし、

安全で快適な住みよいまちを目指します。 

 そして、市民生活を脅かす災害や犯罪等に対しては、市民一人ひとりの意識の向上と地域

での活動とを基礎に、関係団体とも一体となって、安全で安心して暮らし続けることのでき

るまちづくりを推進します。 

1．安心して暮らせるまちづくり 

 地域の特徴や豊かな水と緑の資源を活かし、計画的な土地利用と土地区画整理事業による

市街地の一体的な整備を行い、駅周辺等の各拠点の活性化を図ります。 

 また、既成市街地の再生に向けて取り組み、定住型で世代交代のできる持続可能なまちづ

くりを推進します。 

(1) 計画的で適切な土地利用の推進 

 地域の特徴や豊かな水と緑の資源を活かした、安全安心で快適なまちづくりを行うため、

計画的で適切な土地利用を推進します。 

 また、市街地環境の快適性、まちなみの美しさの創造等、総合的な住環境を形成するため、

市街地整備の進捗状況等を踏まえ、用途地域等の変更や地区計画の拡充を進めます。 

(2) 市街地の整備 

 良好な住みよい環境づくりと公共施設の整備・改善を図るために、土地区画整理事業等に

よる市街地の一体的な整備を進めます。 

 駅周辺等の各拠点については、商業・業務・住宅等が複合する機能性・利便性の高いまちの

熟成を図ります。 

(3) 市街地の再生 

 多摩ニュータウン事業や土地区画整理事業等の面的整備により供給されてきた多種多様な

住宅の老朽化が進む中、少子高齢化や核家族化等の近年の課題により変化する、住宅やまち

のあり方への市民ニーズを的確に把握していきます。その上で、老朽化した団地再生の支援

等、様々な世帯や世代が円滑に世代交代しながら暮らせるまちへの再生に取り組みます。 
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2．便利で快適な生活環境の整備 

 市民生活の利便性を高めるために、道路の整備充実を図るとともに、公共交通機関の充実

や自転車利用の充実等に取り組み、交通環境の向上を図ります。 

 また、下水道の整備により衛生的な生活環境を形成するとともに、総合的な水害対策を推

進し、だれもが安全で快適に暮らすことができる、住みよいまちづくりを推進します。 

(1) 道路環境の向上 

 周辺の都市を結ぶ広域的な幹線道路については、都道の整備促進等を関係機関に要請しま

す。市民の日常生活に関わりの深い道路については、道路の拡幅等、交通安全や防災の視点を

含めた道路網整備を進めます。 

 また、だれもが安心して利用できる道路を維持していくため、計画的な道路施設等の維持

管理に努めます。 

(2) 交通環境（モビリティ）の向上 

 市内の鉄道や路線バス等の公共交通の充実と利便性・安全性の向上、利用者だれもが利用

しやすい施設の充実を、公共交通機関の事業者に要請するとともに、ＪＲ武蔵野南線＊1 の旅

客化等の広域的な鉄道交通の充実に向け構想化されている事業について、関係機関と調整を

図ります。 

 また、土地区画整理事業の進捗等に合わせて駅前広場等を再整備し、アクセスの向上を図

るとともに、交通安全対策や利便性と安全に配慮した自転車利用の環境整備を推進し、交通

環境の充実に努めます。 

(3) 衛生環境の向上 

汚水排水整備区域の拡大を図り、関連事業に合わせ、下水道の整備を進めます。 

老朽化する下水道管については、計画的な修繕や改築工事を進める等、適切な維持管理に

努めます。 

また、地方公営企業として下水道経営計画を策定し、将来にわたり安定した経営が可能と

なるよう経営基盤の強化に努めます。 

(4) 総合的な水害対策の推進 

 集中豪雨や度重なる台風の到来による浸水被害から市民の財産を守るため、河川・水路の

整備を進めます。整備にあたっては、治水及び利水のみならず市民が楽しめる親水機能と生

態系に配慮するとともに、河川・水路の整備と連携して総合的な浸水被害対策を進めます。 

 

 
  
＊1ＪＲ武蔵野南線 東日本旅客鉄道が運行する、神奈川県横浜市鶴見区から千葉県船橋市の西船橋

駅までを結ぶ、鉄道路線、武蔵野線の一部。鶴見区から府中本町駅までは、通
常、貨物のみの運行となっており、府中本町駅から西船橋駅までの旅客線と区
別するための通称として、武蔵野南線と呼ばれている。   

https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
https://imacocollabo.or.jp/about-sdgs/17goals/#14
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3．安全で安心な暮らしを守る対策 

 稲城市では、消防組織法に基づき、消防を十分に果たすため市長が消防の管理を行い、消防

本部、消防署及び消防団を設置しています。市民が安全で安心して生活できるよう、消防団を

はじめ防災関係団体と連携した消防体制の充実に努めます。大規模災害に備え、第一に自ら

の命は自らが守る自助の考え方、第二に自分達のまちは自分達で守る共助の考え方、この二

つの考え方に立つ市民と公助の役割を果たす行政とが連携し、地域防災力の充実強化に努め

ます。 

 また、市民、警察及び関係団体等が一体となって、防犯に関する情報の共有や防犯意識の高

揚を図り、自主的な防犯活動を通じて地域の防犯力の強化を推進します。 

 さらに、悪質商法等に巻き込まれないよう、消費生活情報の提供等を行い、消費者意識の向

上を図ることにより、安全で安心な暮らしを送れるまちを目指します。 

(1) 消防体制の充実 

 超高齢社会や核家族化社会に対応した消防活動体制の充実、また、多摩直下地震や豪雨災

害の発生を見据え、時代の変化にも的確に対応した消防機動力を計画的に整備します。 

 また、消防署、消防団等が連携し、実災害に即した訓練を積み重ね、即応体制を強化するこ

とにより、市民が安全で安心して生活することのできる消防体制の充実に努めます。 

(2) 救急医療体制の充実 

 救急出動件数が増加する中で、救急に対する市民ニーズの多様化にも対応していくため、

高度化する救命処置の技術に対応した救急活動体制の充実と質の向上に努めるとともに、救

急車の適正利用の普及啓発を行います。 

 また、市民の応急救護能力の向上を図るとともに、二次救急医療機関である稲城市立病院

をはじめとした医療機関とより一層の連携を図り、地域の救急医療体制の強化に努めます。 

(3) 地域防災活動の推進 

 大規模地震や集中豪雨により、甚大な人的・物的被害の発生が懸念される中、災害から市民

の生命・財産を守るため、市民一人ひとりの防災意識の高揚と自主防災組織を主体とした共

助の防災体制づくりを推進し、地域防災対策の環境づくりと合わせ、災害に強いまちづくり

を推進します。 
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(4) 防犯活動の推進 

 安全で安心して暮らせる社会をめざし、稲城市安全・安心まちづくり推進協議会を中心に、

警察署、防犯協会、自治会、防犯活動ボランティア団体、行政等が連携するとともに、市民一

人ひとりの高い防犯意識により高まった地域の防犯力の一層の向上を目指します。さらに地

域の課題や目的に向かって、自主的・実践的活動を積極的に広げていくことにより、地域ぐる

みで防犯活動を推進します。 

(5) 安全で安心な消費生活の推進 

 安全で安心な暮らしを送れるよう、消費者団体等の活動の支援や、消費生活に関する様々

な取組みを実施し、市民が“自立した消費者”として“持続可能な消費”について「つかう責

任」を意識した消費行動ができるよう働きかけを進めます。 
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Ⅴ 市民・行政～みんなでつくる 持続可能な市民のまち 稲城  

 一人ひとりの市民が、互いの多様性や能力を認め合い、尊重し、心豊かで活力に満ちた生活

を送れる地域社会を実現し、平和な社会を継承していきます。 

 様々な地域課題に対しては、シビックプライドを持つ市民や、多様なコミュニティと行政

の協働によって解決を図っていきます。 

 そして、全国的に労働力人口が減少し、人材や税収の減少といった困難の中にあっても、持

続可能な自治体経営に取り組み、質の高い市民サービスを将来にわたり安定して提供できる

まちづくりを推進します。 

1．互いに尊重し合う意識の醸成 

 市民一人ひとりが互いを大切にし、多様性を認め合う意識を醸成することで、全ての人の

人権が尊重される地域社会の実現を目指します。また、男女共同参画をはじめとした取組み

を実施することで、一人ひとりの個性や能力が尊重され、あらゆる人が自分の意思で様々な

分野に参画できる活力ある社会を推進します。加えて、稲城市平和都市宣言に基づき、平和を

尊重する意識の高揚を図る等、稲城市民憲章の理念を土台とした総合的な取組みにより、平

和で友愛に満ちた心豊かなまちづくりを推進します。 
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2．コミュニティの充実と交流の推進 

 地域の活性化や課題解決力の向上を図るため、自治会や市民活動団体等のコミュニティの

形成・育成・支援を推進します。 

 また、国内外の都市や多文化との交流及び協力を市民が主体となって推進し、市民の人生

を豊かなものにするとともに、地域の活性化を図ります。 

(1) コミュニティの育成支援 

 市民ニーズや地域課題が多様化・複雑化していく中で、地域課題解決力の向上や魅力的な

地域づくりを促進するため、シビックプライドを持って活動する団体等の各種コミュニティ

の形成・育成・支援を推進します。 

また、自治会や市民活動団体等、全てのコミュニティ間における連携・協力を促し、市民の

交流活動及びコミュニティの活性化を図ります。 

(2) 都市間交流・多文化交流の推進 

 教育・スポーツ・文化・産業等の様々な分野で、子どもから高齢者まで、市民が主体となっ

た国内外の都市や多文化との交流を推進し、人や物の交流や相互の協力を通して地域の活性

化を図ります。 

また、こうした交流により様々な文化や人と出会い、つながることで、市民が幅広い視野や

国際感覚を育み、これらの経験を通して人生を豊かなものとできるよう交流を推進します。 
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3．市民が参加するまちづくり 

 市民ニーズに対応し、地域課題を解決するため、市民が必要としている行政情報を積極的

に発信・公開します。また、市民ニーズの把握に努め、さらに双方向性を意識した情報の共有

化を進めていきます。 

 そして、様々な機会を捉え市民参加を進めるとともに、市民と行政が協力し、協働のまちづ

くりを推進します。 

(1) 市民と行政の情報の共有 

 行政に対する市民の理解と信頼を深め、協働を進めるため、市民に分かりやすく確実に伝

わるよう行政情報を積極的に発信し、公開していきます。また、市民と行政が密にコミュニケ

ーションを図り、市民ニーズの把握や情報の共有化を進めます。多様化する情報媒体の特性

を活かした効果的・効率的な広報・広聴活動を推進していきます。 

 情報の取扱いにあたっては、個人情報に配慮し、公文書を適正に管理していきます。 

(2) 市民協働の推進 

市民と行政の協働の意識を醸成するため、様々な機会を捉えて、まちづくりへの幅広い市

民の参加を促します。 

また、シビックプライドを持つ市民や団体と行政が互いの特徴を理解し合って、それぞれ

の強みを活かし、補い合いながら、多様化・複雑化する市民ニーズや地域課題に、地域全体で

取り組む協働のまちづくりを推進します。 
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4．持続可能な自治体経営 

 少子高齢化による労働力人口の減少は、人材確保の困難さや税収の減少という自治体経営

にとって大きな課題につながります。 

 こうした社会環境下においても持続可能な自治体経営を進めていくため、さらなる行政の

効率化と財政基盤の強化に努めます。また、職員の能力と組織の生産性を高め、ＡＩ等の技術

の利活用等により事務の効率化を図り、多様化する市民ニーズに応えていきます。 

(1) 健全な行財政運営 

 少子高齢化をはじめとする社会環境の構造的な変化に適応しうるよう、新たな視点も取り

入れながら、強固かつ柔軟な財政基盤を構築するとともに、将来負担の低減を図ります。ま

た、自治体間連携や官民連携等の様々な手法により、効率的な行政サービスの提供に取り組

みます。さらに、新たな市民ニーズにも対応できるよう、事業等の重点化や効率化も念頭に不

断の見直しを行い、健全な行財政運営を進めます。 

(2) 行政サービスの向上を担う人材の育成と配置 

 自治体経営に必要な職員の確保と育成に努め、働き方改革の推進や職場環境の整備によっ

て個々の人材を活性化します。あわせて稲城市の持つ人的資源の能力がより効果的に発揮で

きる組織体制への最適化を図ることで、組織全体としての生産性を高め、効率的な行政運営

を図るとともに、より質の高い行政サービスの実現を目指します。 

(3) 情報システムを活用した行政サービスの向上 

 ＡＩやＲＰＡ等の発展し続けるＩＣＴ＊1 やマイナンバーカード＊2 を利活用し、市民の利便

性の向上を図るとともに、行政の事務の効率化を図ります。 

 また、多様化する市民ニーズに対応し、より質の高い市民サービスの提供を可能とする事

務処理環境の整備に努めていきます。 

 

 

 

 

 
  
＊1ＩＣＴ Information and Communication Technologyの略。情報・通信に関する技術の

総称であり、一般的には情報通信技術と訳される。ＡＩ（人工知能：Artificial 
Intelligence）やＲＰＡ（ＰＣで行う単純作業の自動化：Robotic Process 
Automation）、ＩｏＴ（モノのインターネット：Internet of Things）等。 

  
＊2マイナンバーカード 住民からの申請により無料で交付されるプラスチック製のカード。本人確認の

ための身分証明書として利用できるほか、カードの裏面にはマイナンバーが記
載されており、税・社会保障・災害対策の法令で定められた手続きを行う際の
番号確認に利用できる。 

 


